
評価の内容（令和元年度実施） 

■事業の内容 

事業主体 北海道 礼文町 事業名 簡易水道再編推進事業 

事業箇所 北海道 礼文町 補助区分 統合簡易水道  

事業着手年度 平成 28 年度 工期 平成 28 年度～令和 4 年度 

総事業費(全体) 1,119,254 千円（消費税抜き） 

残事業費 668,185 千円（消費税抜き）令和 2 年度から 4 年度 

概要図    

  全体平面図 P7 

目的、必要性    

 礼文町の簡易水道は船泊地区が昭和 30 年に創設、香深地区が昭和 34 年に創設、内路地区が

昭和 37 年に創設され以来、数度の改良工事を実施してきました。 

船泊、内路水源とも建設当初は水質も安定し緩速ろ過池で処理が可能でありましたが、近年

大雨により原水濁度が 100 度を超えることがあり、緩速ろ過では処理できないこともあります。

浄水濁度が 0.1 度を上回り、配水池での流出を制限している状況であります。  

また内路地区の取水施設の取水量低下により、配水池の水位低下が起き配水量の制限等の課

題を抱えている状況であります。 

今回の整備計画は、礼文町簡易水道事業の内、船泊地区と内路地区を統廃合により、取水施

設、導水施設、浄水施設を船泊地区へ集約する整備計画としました。工期は、平成 28 年から令

和 4 年までの 7 年間で、取水施設 1 箇所、導水管 2500ｍ、膜ろ過浄水場 1 か所、送水ポンプ

場 2 か所、配水池 2 か所、送・配水管 3,900ｍを整備するものであります。 

 船泊地区の導水管は、硬質塩化ビニル管を使用しており、基幹管路として耐震管に布設替え

する計画であります。 

 

 

経緯  

 礼文町の水道事業は、船泊簡易水道事業が昭和 30 年に創設され、その後香深簡易水道事業が

昭和 34 年に、内路簡易水道事業が昭和 37 年に創設されました。平成 28 年に 3 つの簡易水道

事業が統合され、現在礼文町簡易水道事業として運営されています。 

 簡易水道事業統合にあたり、船泊地区と内路地区の取水、導水、及び浄水施設を集約するも

のであります。 

当該事業は、平成 28 年から令和 4 年にかけて簡易水道事業の統合に伴い取水、送配水の整

備を行ううえで、簡易水道等施設整備費国庫補助の交付を受けるものでありますが、平成 27 年

時点で総事業費が 10 億円に満たなかったことから、事前評価は実施しておりません。 

その後、社会情勢等の急激な変化等により、総事業費が 10 億円を超える見込みとなりまし

た。 

これにより、事業者として「水道施設整備費国庫補事業評価実施細目」に則り、社会経済情

勢の急激な変化等により事業の見直しが必要と判断し、再評価を実施することとしたものであ

ります。 

 

 

 

 



■事業をめぐる社会経済情勢等 

当該事業に係る水需要の動向等  

礼文町の人口は平成 17 年度から平成 26 年度まで減少をたどる一途です。一般用 1 人 1 日当

りの使用水量は上昇傾向にありましたが、水需要（有収水量）は平成 17 年以降減少傾向を示し

ています。 

 平成 17 年から平成 28 年度までの給水人口、年間有収水量と生活用１人 1 日当り使用水量の

関係はグラフに示すとおりであります。 

平成 27 年度における給水人口は 2,641 人、1 日平均有収水量は 1,003 ㎥/日、1 日最大給水

量（年度内で最も多く給水した日の給水量）は 2,238 ㎥/日となっています。 

 

 

水源の水質の変化等  

礼文町簡易水道事業の水源は、河川表流水を使用しているので、大雨時期に水質の変動があり、

原水濁度が 100 度以上になり、そのため、浄水方法を緩速ろ過から膜ろ過に変更します。 

 

当事業に係る要望等  

施設の老朽化や水源水質悪化に伴い、船泊、内路地区のそれぞれの取水、導水及び浄水施設

を統合し建設費、維持管理費の低減に努め、安定した水道水の供給が望まれます。 

 

関連事業との整合  

他の事業とは関連ありません。 

技術開発の動向  

 浄水方法は、緩速ろ過からクリプトスポリジウム等対策として、より確実に除去できる膜ろ

過を採用します。 

水道管の管種は近年では比較的安価な配水用ポリエチレン管やダクタイル鋳鉄管の NS 型 E

種管が開発されており、それらを含め最適な管種を選定します。 

監視装置は、テレメータ伝送装置やクラウド監視を含め維持管理面から選定します。 

その他関連事項  

北海道開発法に基づき、北海道開発審議会の調査審議等を経て国が策定した、｢第 7期北海道

総合開発計画｣－世界の北海道－において｢恵み豊かな自然と共生する持続可能な地域社会の形

成｣のひとつとして水道事業に関連し、「健全な水循環」の維持・回復を図るための施策を包括

的に推進することがあげられています。浄水場更新にともない、膜ろ過浄水場から洗浄排水が

発生し 2級河川大沢川に放流しますが、排水される水質は、浮遊物濃度排水基準の 200㎎/Lを

下回り、放流先では十分な希釈が行われ、生活環境に影響を及ぼさないと判断できます。 



■事業の進捗情報 

用地取得の見通し  

浄水場、配水池、送水ポンプ場にかかる用地取得は完了しています。取水施設は河川占用許

可を完了しています。 

関連法手続き等の見通し  

取水施設は、河川表流水を水源としていますが河川法に基づく水利権許可を得ています。 

工事工程  

本事業の工期は、平成 29 年度に事業を開始し、完成年度は令和 4 年度の予定であります。

事業費ベースでの進捗率は、令和元年度末で、37.0％であります。全事業と残事業の概要は以

下のとおりであります。 

  全事業      残事業 

取水施設 取水井  1 箇所    1 箇所 

導水施設 導水管  φ150  2,500ｍ  2,500ｍ 

浄水施設 浄水場新設 1 箇所    機械電気設備 1 式 

送水施設 送水ポンプ場 1 箇所    電気設備 1 式 

送配水施設 送配水管 φ75～φ150 3,900ｍ  500ｍ   

配水施設 配水池  2 箇所  1 箇所  1 箇所 

■新技術の活用、コスト縮減及び代替案立案の可能性 

新技術の活用の可能性  

・監視装置は、新技術としてインターネットの Web システムを活用したクラウド監視が導入さ

れています。これらを含め新技術活用の比較検討を行います。 

コスト縮減の可能性  

・工事費が割増となる冬期工事を避けます。 

・信号点数により最適なテレメーター装置の選定、伝送容量の比較検討によりコスト縮減を図

ります。 

代替案立案の可能性  

・導水管の布設替えは、①パイプインパイプ工法、②管更生法、③管を新たに布設する 3 通り

の工法があります。 

①既設管の中に新設管を引き込むパイプインパイプ工法では、既設管φ150 ㎜に新設管φ50 

㎜を挿入しますが、今回の事業では施設の統合により導水量が増えるため、既設管φ150 ㎜か

らφ200 ㎜に増径する必要があります。 

②内面をライニングして既設管を更生する管更生工法では耐震化が図れません。 

また、①、②とも既設導水管を利用する工法のため、工事期間中は仮設導水管が必要となり、

別途費用がかかることから不経済となります。 

以上の理由から①及び②は採用を見送り、今回実施計画では③導水管を新たに布設する工法を

採用します。 

・送配水管の新設は、公道上最短ルートを選定し、他のルート案や代替案の可能性はありませ

ん。 

・浄水方法は、クリプトスポリジウム等対策として、確実にろ過するためのろ過設備が必要に

なります。現在緩速ろ過方法を採用しておりますが、原水濁度が 100 度を超えることがありま

す。濁度対策及びクリプトスポリジウム等対策に有効な浄水方法は膜ろ過方法と急速ろ過方法

がありますが、急速ろ過方法は運転管理に高度な技術を要するため、運転管理マニュアルを理

解することで運転管理が可能な膜ろ過方法を採用しました。またイニシャル、ランニングコス

トを比較した結果、膜ろ過方法は急速ろ過方法より安価であります。 

・監視装置は、NTT 専用回線を用いるテレメーター装置とインターネットを利用したクラウド

監視が導入されています。これらの比較検討を行います。 



■費用対効果分析 

事業により生み出される効果  

①基幹管路である導水管の耐震化による減・断水低減額 

本事業は導水管を耐震化することにより、想定した地震時において確率年（1/50 年）（50 年

内の地震発生確率 7％以下）を基に地震時の破断や漏水事故による、断水被害額および復旧工

事費の低減額を計上しました。 

②浄水方法の変更による需要者の水質改善費用の発生を回避 

浄水方法を緩速ろ過から膜ろ過へ変更することにより、原水の高濁度時（100 度以上）対応

とクリプトスポリジウム等耐塩素性病原性物対策を行い、浄水濁度を 0.1 度以下に維持し安全

な水の供給を図ることで、需要者が行わなければならない水質改善費用額を計上しました。 

③電気計装施設の新設は、現場盤を人が監視する巡回・監視費用の発生を回避できます。 

浄水場、配水池及び送水ポンプ場間の電気計装（監視装置）の整備は、現場盤を人が監視する

巡回・監視費用の発生を回避できます。 

 

費用便益比（事業全体）  

今回事業は、取水、導水、送水、浄水及び配水施設（管路を含む）施設整備直後から給水開

始が可能であり、便益の発現が期待でき、また 7 年間で終了することから、このような状況を

踏まえ換算係数法を採用しました。 

①費用便益比の算定方法 

 「水道事業の費用対効果分析マニュアル（平成 23 年 7 月）（平成 29 年 3 月一部改訂） 厚

生労働省」に基づき、換算係数法により算定しました。 

②便益の算定 

 （1）導水管の耐震化により、地震による断水被害の低減額として、地震発生時による管路

被害の減少分を計上しました。（38,234 千円） 

 （2）浄水方法の変更により、需要者が行わなければならない水質改善費用分を計上しまし

た。（1,737,854 千円） 

 （3）電気計装施設により、遠方監視システムと同等の監視状況として、人が監視した場合

の委託費を計上しました。（324,004 千円） 

 以上より、便益は 2,100,092 千円となります。 

③費用の算定 

 費用は、取水、導水、送水および配水施設の建設費、また施設の更新費用を計上しました。 

 ・総 費 用＝1,864,253 千円 

④費用便益の算定 

  「総便益」を「総費用」で除して費用便益費を算出しました。 

  費用便益比＝1.13＞1.0 

 費用便益費が 1.0 以上になることから、本事業の投資効率性は妥当であると判断できます。 

費用便益比（令和 2 年度以降残事業）  

①費用便益比の算定方法 

 今回事業は、取水、導水、送水、浄水及び配水施設（管路を含む）施設整備直後から給水開

始が可能であり、便益の発現が期待でき、また残事業は 3 年間で終了することから、このよう

な状況を踏まえ換算係数法を採用しました。 

②便益の算定 

 （1）導水管の耐震化により、地震による断水被害の低減額として、地震発生時による管路

被害の減少分を計上しました。（38,234 千円） 

 （2）浄水方法の変更により、需要者が行わなければならない水質改善費用分を計上しまし

た。（1,737,854 千円） 



 （3）電気計装施設により、遠方監視システムと同等の監視状況として、人が監視した場合

の委託費を計上しました。（324,004 千円） 

 以上より、便益は 2,100,092 千円となります。 

③費用の算定 

 費用は、取水、導水、送水および配水施設の建設費、また施設の更新費用を計上しました。 

 ・総 費 用＝1,306,160 千円 

④費用便益の算定 

  「総便益」を「総費用」で除して費用便益費を算出しました。 

  費用便益比＝1.61＞1.0 

 費用便益費が 1.0 以上になることから、本事業の投資効率性は妥当であると判断できます。 

 

■その他（評価にあたっての特記事項等） 

今回事業着手後、水道施設整備事業の評価実施要領第２（４）「その他、社会経済情勢等の急

激な変化等により事業の見直しの必要が生じた場合」に相当すると判断し、再評価を実施する

ものであります。膜ろ過浄水施設を整備することにより、安全な飲料水の供給が可能となり、

地域住民に寄与できるものと考えます。 

 

■対応方針 

事前評価の結果、各項目はそれぞれ問題のない結果を得ていることから、水道施設整備事業は

適切と判断でき、事業実施します。 

水需要の動向・・・・・給水人口減少とともに水需要は減少傾向にあります。 

事業進行上の課題・・・特にありません。 

事業の効果・・・・・・取水、導水、浄水、送配水施設を整備することにより安全 

で安定した水道水の供給が図られます。 

費用対効果・・・・・・費用以上の効果があります。 

 

■学識経験者等の第三者の意見 

簡易水道等施設整備事業の事前評価に関する事項に関し、礼文町が実施する事業再評価内容

とそれに基づく対応方針について審議を行い、意見を取りまとめた結果、事業の実施は妥当で

あると判断しました。 

[礼文町簡易水道事業評価委員会] 

委員長  礼文町副町長 

議長   礼文町建設課長 

礼文町議会産業建設常任委員会委員長 

船泊地区自治会長連絡協議会会長 

礼文町商工会会長 

元礼文町建設課長 

 

■問合せ先 

厚生労働省 医薬・生活衛生局 水道課 技術係 

 〒100-8916 東京都千代田区霞が関 1-2-2 

 TEL 03-5253-1111 

礼文町建設課水道係 

 〒097-1201 北海道礼文郡礼文町大字香深村字トンナイ 558 番地 5 

 TEL 0163-86-1001 



全体平面図 

船泊、内路地区平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体平面図 


